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展望と提言展望と提言展望と提言展望と提言    

 

この展望は、平成 15年度に日本国際問題研究所において実施の｢イラク戦争後のプーチン政

権の対中央アジア政策｣研究会の以下の委員が作成したものである。ただし、この展望と提言の

細部についてまで全ての委員の意見が完全に一致しているわけではないことを念のためここに記

しておきたい。 

 

主査：岩下 明裕 北大スラブ研究センター教授 

委員：宮田 律 静岡県立大学国際関係学科助教授 

小泉 直美 防衛大学校国際関係学科助教授 

湯浅 剛 防衛研究所第 2 研究部研究員 

委員兼幹事：笠井 達彦  日本国際問題研究所主任研究員 

固定オブザーバー：清水 学  宇都宮大学国際学部教授 

 

イラク戦争後のプーチン政権による対中央アジア政策につき、この研究会が検討した展望と提

言は別添の通りであるが、幾つかの諸点につき次の点を補足的に説明しておきたい。 

第 1 に、世界に多大の影響力を及ぼしたソ連の後継者として、ロシアが外交に高い関心を有し

ているのは事実ではあるが、他方、現時点では未だ国造りの途上にある状況なので、第一義的に

は国内情勢が国民の最大関心事である。しかしながら、ロシアと中央アジアを含めた対 CIS 諸国

との実務関係は、地理的近接性及び歴史的観点から、ロシア国民の直接的な利害関係に相当

程度直結するもので、その意味では、ロシア国内情勢や国際情勢の変動とは関係なく、独自の

ペースで粛々と進むという特質を有する。他方、政治面における対 CIS 関係は、たとえそれが基

本協定等を有していたとしても、その実行は、それぞれの時期と政権による判断により、そのス

ピードと方向性が大きく異なる。その意味で、現在、進行中でかつ近年多大の努力が払われてい

るロシア・ベラルーシ連合国家創設プロセスや、4 カ国統一経済圏創設（ロシア、ベラルーシ、ウク

ライナ、カザフスタン）といった政治的な意思に基づく関係の進捗度にはロシア国内の動きが大き

くかかわってくるわけで、その進展を的確に見極めておく必要がある。 

そのような意味でロシア内政面を見れば、2003 年国家院選挙でのプーチン支持政党の勝利と、

2004 年 3 月の大統領選でのプーチン大統領の再選と経済の好況により、ロシア国内政局は当

面は落ち着いた動きとなるであろう。外交面では 2006 年央には G8 モスクワ・サミットが行われる

ところ、そのような落ち着いた国内情勢を背景としてプーチン大統領は、そのサミットを「強いロシ
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ア」の再建を政治的にプレイアップする好機ととらえ、同時に、実務面でも獲得できることを最大限

とするよう動くであろう。また、プーチン大統領は、モスクワ・サミットの際に、ロシア及び中央アジア

並びに CIS 諸国の国際政治・経済における重要性を強調するよう動く可能性があり、場合によっ

ては、これら諸国の意見を代弁するよう行動する可能性もある。しかしながら、そのサミットが終了

する頃から、ポスト･プーチンを睨んで現在既に始まっている政治的争いが徐々に熾烈化するも

のと予想する。ただし、そのような政治的争いの争点は国内問題であり、この間は、外交は二次的

なものとなるであろう。 

内政面に関連することで、一点念頭においておきたい事項がある。それは、2003年 12月の国

家院選挙前に出てきたプーチン大統領の第 3期を可能とするシナリオである。現時点でプーチン

大統領自身は否定しているが、それが何らかの事情により現実味を帯びる状況となる場合には、

そして、その推進者が現在のそれと同様にシラヴィキ（武力省庁の旧 KGB 系統）や地域・地方関

係者であるならば、おそらく、一層国内問題に傾注していくことが予想される。この場合、外交面

については、ロシアの関心は一層小さくなる。 

社会経済面では、1999 年より起こっているロシア経済の好調さは当面継続し、また、プーチン

大統領自身もそれを背景として、社会経済改革を積極的に進めるであろう。その結果、ロシア経

済に大きく依存する CIS 諸国の経済も当面は好調さが継続する。また、社会経済改革面につい

ては、ロシアの例に従って積極的に改革を進める諸国と、独自路線を進める諸国とに二極分化す

るであろう。前者はカザフスタン等であり、後者はトルクメニスタンやベラルーシである。なお、対外

債務については、ロシアは経済の好調なうちに対外債務を返済してしまうように行動するであろう

が、同時に、ロシアは対 CIS 諸国（中央アジア諸国を含む）に対しては債権国であり、右債権をも

とに当該他国との関係で外交的に強く出る等の動きも予想される。 

外交･安全保障面について二点強調しておきたい。一点目は 9.11 事件以降の対アルカイダ攻

撃の過程で設置された米軍の中央アジア諸国基地の関係で、二点目は米ブッシュ政権の行方

である。前者については、もとより、ロシアは対アルカイダ攻撃が終了するまでは米軍の中央アジ

ア諸国展開に異議を唱えないとの立場であるが、アフガニスタンの情勢が大なり小なり落ち着い

ている現時点では、折りに触れて、米軍の中央アジア展開への疑義あるいは出て行くべきとの声

がロシア軍及び安全保障関係者より聞こえてくる。現時点では、プーチン大統領はそれをおさえ

込んでいるが、今後のロシアの政局の流れ及び世界情勢の流れにより、何時でも再燃し得る状況

にある。後者の米ブッシュ政権の行方については、2004 年秋の米大統領選においてブッシュ現

大統領が再選される場合には上述のプーチン大統領の対中央アジア政策は現状維持される可

能性が高いと思われるが、もし、ブッシュ政権が何らかの理由で続投し得ない事態となり、米国の
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対外政策が大きく変更する場合には、ロシアとしても、対米関係を根本的に見直し、軸足を欧州

に移したり、最近関係修復の動きが活発な CIS（中央アジアを含む）との関係の発展を一層のス

ピードで進める可能性がある。この要素がロシア外交に与える影響はかなり大きいので、次の表

では、ブッシュ政権が続投する場合とそうでない場合とで、二種類の展望を記載したところであ

る。 
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展

 
 
望

 
日
本
政
府
に
対
す
る
提
言

 

一
般
関
係

 
●

一
般

的
に
米

国
情

勢
（
特

に
ブ
ッ
シ
ュ
政

権
の
今

後
）
と
イ
ラ
ク
情

勢
が
プ
ー

チ
ン
外
交

へ
大
き
な
影

響

を
与

え
る
要
素
で
あ
る
が
、
ロ
シ
ア
の
対
中
央
ア
ジ
ア
外
交
を
見
た
場
合
に
は
、
こ
の

2
つ
の
要
素
が
外

交
の
方
向
性
に
与
え
る
影
響
は
そ
れ
程
で
は
な
い
が
発
展
の
ス
ピ
ー
ド
に
対
す
る
影
響
は
あ
り
得
る
。
た

だ
し
、
ブ
ッ
シ
ュ
政

権
の
今

後
が
、
米

軍
の
中

央
ア
ジ
ア
駐

留
に
影

響
を
与

え
る
場

合
（
例

：
規

模
縮

小

や
撤
退
）
、
そ
れ
を
通
じ
て
、
ロ
シ
ア
の
対
中
央
ア
ジ
ア
外
交
に
直
接
の
影
響
を
与
え
る
可
能
性
が
あ
る
。

 
●
ロ
シ
ア
は

20
06

年
の

G
8
モ
ス
ク
ワ
・サ

ミ
ッ
ト
で
政
治
的
に
「
強
い
ロ
シ
ア
」
を
プ
レ
イ
ア
ッ
プ
す
べ
く
行

動
す

る
で
あ
ろ
う
。
ま
た
、
そ
の
際

に
実
利

も
得
る
べ

く
、
プ
ラ
グ
マ
テ
ィ
ッ
ク
な
対

応
を
と
る
で
あ
ろ
う
。
現

在
の
経

済
の
好
調

さ
は
そ
の
よ
う
な
ロ
シ
ア
の
対

外
関

係
へ

の
関

与
を
支

え
る
た
め
の
基
盤

と
な
る
。
な

お
、
プ
ー
チ
ン
大
統
領
は
、
モ
ス
ク
ワ
・
サ
ミ
ッ
ト
の
際
に
、
ロ
シ
ア
及
び
中
央
ア
ジ
ア
並
び
に

CI
S

諸
国

の
国

際
政

治
・
経
済

に
お

け
る
重

要
性

を
強

調
す

る
よ
う
動

く
可

能
性

あ
り
。
場

合
に
よ
っ
て
は
、
こ
れ
ら

諸
国

の
意

見
を
代

弁
す

る
よ
う
行

動
す

る
可

能
性

も
あ
る
。
他

方
、
同

時
期

を
過

ぎ
た
ら
、
ポ
ス
ト
・
プ
ー

チ
ン
の
政

争
の
中

で
国

内
政

治
へ

の
関

心
が
高

ま
り
、
外

交
面

で
の
ロ
シ
ア
の
関

心
は
薄

れ
る
（
外

交

は
ロ
シ
ア
国
内
政
治
の
材
料
と
は
な
ら
な
い
）
。

 
●
ロ
シ
ア
は
、
対
ア
フ
ガ
ン
・
タ
リ
バ
ン
戦
争
及
び

イ
ラ
ク
戦
争
の
際
に
示
さ
れ
た
米
の
軍
事
力
に
圧
倒
さ
れ

つ
つ
、
ロ
シ
ア
の
軍
事
面
で
の
無
力
さ
を
外
交
面
で
挽
回
す
べ
く
、
や
っ
き
に
な
る
。

 

○
ロ
シ
ア
の
対

外
関

係
へ

の
積

極
的

関
与
は
少
な
く
と
も

20
06

年
ま
で

は
続

く
。
日

本
政

府
及

び
国

際
社

会
が

対
中

央
ア
ジ
ア
政

策
と
の
関

係
で
ロ
シ
ア
を
梃

子
と
し
て
使

い
た

い
場
合
に
は
、

20
06

年
ま
で
に
そ

れ
を
行

う
こ
と
は

有
効

。
そ
れ

以
降

は
、
そ
の
梃

子
が
効

か
な
く
な
る
可

能
性
が
あ
る
。

 

 
ブ
ッ
シ
ュ
政
権
が
継
続

す
る
場
合

 
ブ
ッ
シ
ュ
政
権
が
継
続
せ
ず
、

 
米
の
対
露
政
策
が
変
わ
る
場
合

 
 

露
中
央
ア
ジ
ア
関
係

 
  

●
中

央
ア
ジ
ア
に
お
け
る
米
軍
基
地

は
ア
フ
ガ
ニ
ス

タ
ン
情

勢
が
落

ち
着

い
た
後

は
撤

去
す

べ
き
と
の

議
論

は
ロ
シ
ア
内

に
あ
る
が
、
プ
ー

チ
ン
大

統
領

 ●
ア
フ
ガ
ニ
ス
タ
ン
情

勢
が
落
ち
着
い
た
後
に
米

軍

の
中
央

ア
ジ
ア
に
お

け
る
基

地
を
撤

去
す
べ

き
と

の
議

論
が

ロ
シ

ア
で

盛
ん

と
な
り
、
プ

ー
チ

ン
 ○

ブ
ッ
シ
ュ
政

権
が
継

続
し
得

な
く
な

る
場
合
の
露
米
関
係
、
並
び
に
、
そ

の
場
合
の
日
本
の
と
る
べ
き
対
応
も
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は
こ
れ
を
お
さ
え
込
む
で
あ
ろ
う
。

 
●

CI
S

集
団

安
保

体
制

は
対

テ
ロ
と
の
名

目
で
強

化
さ
れ
る
。
そ
の
意
味
で
ロ
シ
ア
の
対

CI
S
軍
事

プ
レ
ゼ
ン
ス
は
復

調
し
、
キ
ル

ギ
ス
タ
ン
の
カ
ン
ト

空
軍

基
地

は
重

要
と
な
る
。

 
●

カ
ザ
フ
ス
タ
ン
と
の
関

係
は
、
ロ
シ
ア
と
国

境
を
有

し
て
い
る
こ
と
も
あ
り
、
歴

史
的

な
流

れ
も
あ
り
、
エ

ネ
ル

ギ
ー

資
源

の
共

同
開

発
も
あ
り
、
ま
た
、
最

近
の

4
カ
国
統
一
経
済
圏
創
設
の
動
き
も
あ
り
、

共
通

の
ベ

ー
ス
が
か
な
り
広

範
に
存

在
す

る
。
ま

た
、
バ
イ
コ
ヌ
ー

ル
宇

宙
基

地
を
中

心
に
軍

事
的

な
つ

な
が

り
も
強

い
。
カ
ザ

フ
ス
タ
ン
の

経
済

改

革
は

か
な
り
ロ
シ
ア
の
そ
れ

に
近

い
と
こ
ろ
ま
で

進
行

し
て
い
る
こ
と
も
あ
り
、
ロ
シ
ア
資

本
と
し
て
も

参
入

し
や

す
い
環

境
に
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
広

範

な
両
国
関
係
は
今
後
と
も
継
続
す
る
で
あ
ろ
う
。

 
●

ウ
ズ
ベ

キ
ス
タ
ン
と
の
関

係
に
お

い
て
は

、
現

在

ウ
ズ
ベ

キ
ス
タ
ン
が
と
っ
て
い
る
対

外
政

策
（
ロ
シ

ア
離

れ
と
欧

米
接

近
と
上

海
協

力
機

構
と
の

関

係
強

化
）
は
今

後
も
継

続
さ
れ
、
こ
れ
に
伴

い
、
ロ

シ
ア
の
対

ウ
ズ
ベ

キ
ス
タ
ン
外

交
も
若

干
、
緊

張

し
た
も
の
と
な
ろ
う
。

 
●
キ
ル
ギ
ス
タ
ン
と
の
関
係
は
、
カ
ン
ト
空
軍
基
地
の

 

大
統

領
と
し
て
も
こ
れ

を
抑

え
ら
れ

な
く
な
り
、
米

側
に
撤

去
に
つ

き
強

く
申

し
入

れ
る
よ
う
に
な
る

で
あ
ろ
う
。

 
●

CI
S
諸
国
と
の
全
体
的
な
関
係
に
つ
い
て
は
、
ロ

シ
ア
は

上
記

の
政

治
的

な
動

き
と
は

別
の
次

元

で
、
こ
れ
を
経
済
的
・
実
利
的
視
点
か
ら
強
化
し
、

更
に
中

央
ア
ジ
ア
諸

国
に
つ

い
て
は
、

CI
S

集

団
安
保
体
制
の
重
要
性
と
関
連
し
、
軍
事
プ
レ
ゼ

ン
ス
を
ま
す
ま
す
強
化
す
る
で
あ
ろ
う
。

 
●
そ
の
他
に
つ
い
て
は
左
同
。

 

考
え
て
お
く
べ
き
。

 
○

ロ
シ
ア
で
は

大
統

領
主

導
の
下

に

外
交

ド
ク
ト
リ
ン
が

作
成

さ
れ

て
お

り
、
こ
れ

が
外

交
の
大

枠
を
示

し
て

い
る
と
こ
ろ
、
日

本
も
、
長

期
的

か

つ
大

局
的

な
観

点
か
ら
外

交
ド
ク
ト

リ
ン
を
作
成
す
べ
き
。

 
な
お

、
日

本
で
も
、
個

別
分

野
で
の

外
交

政
策

で
か

な
り
明

確
な
も
の

が
あ
る
が

（
例

、
ユ
ー

ラ
シ
ア
外

交

や
O

D
A

大
綱
等
）
、
こ
れ
ら
の
日

本
外

交
全

体
で
の
位

置
づ

け
を
行

い
、
あ
わ
せ

て
、
有

機
的

な
連
関

を

は
か
る
と
い
う
意

味
で
も
有

益
と
思

量
。
ま
た
日
本
で
も
「
政

策
評
価

」
と

い
う
制
度
で
施
策
と
そ
の
評
価
が
な

さ
れ

て
お

り
、
こ
れ

は
こ
れ

で
重

要

で
あ
る
が
、
他

方
、
大

き
な
方

向
を

い
ろ
い
ろ
な
角

度
か
ら
見

る
と
い
う

意
味

で
、
一

度
ト
ッ
プ
ダ
ウ
ン
的

な

外
交

ド
ク
ト
リ
ン
を
作

成
し
て
、
そ
れ

を
元

に
、
一

つ
一

つ
の

小
テ
ー

マ

を
検

証
す

る
と
の

試
み

も
有

益
と
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展
 

 
望

 

ブ
ッ
シ
ュ
政
権
が
継
続

す
る
場
合

 
ブ
ッ
シ
ュ
政
権
が
継
続
せ
ず
、

 
米
の
対
露
政
策
が
変
わ
る
場
合

 

日
本
政
府
に
対
す
る
提
言

 
 

設
置
を
経
て
強
化
さ
れ
る
で
あ
ろ
う
。

 
●

タ
ジ
キ
ス
タ
ン
と
の
関

係
は
、
現

在
急

速
に
拡

大

中
。
特

に
、
タ
ジ
キ
ス
タ
ン
は
ア
フ
ガ
ニ
ス
タ
ン
復

興
の
橋

頭
堡

で
あ
る
の
で
、
そ
の
関

係
で
の
ロ
シ

ア
企
業
の
進
出
も
多
い
模
様
。

 
●

ト
ル

ク
メ
ニ
ス
タ
ン
と
の
関

係
は
、
天

然
ガ
ス
を
中

心
と
し
て
復

活
す

る
も
、

20
03

年
発

生
の
二

重

国
籍

関
係

の
問

題
も
あ
り
、
ま
た
、
元

来
ト
ル

ク
メ

ニ
ス
タ
ン
に
お

け
る
独

裁
体

制
と
遅
れ
た
経
済

改

革
も
あ
り
、
政

治
面

で
の
両

国
関

係
で
は
紆

余
曲

折
が
予
想

さ
れ
る
。

 

 
思
量
。

 
右
外
交
ド
ク
ト
リ
ン
に
は
、
国
際
社
会

に
お

け
る
日

本
の

位
置

づ
け
、
国

益
、
脅

威
、
と
る
べ

き
外

交
を
明

文

化
し
て
お

く
べ

き
。
特

に
、
中

露
関

係
に
つ

い
て
は

、
少

な
く
と
も
表

面

的
に
は
強
化

さ
れ
つ

つ
あ
る
よ
う
に

見
え
る
が
、
エ
ネ
ル
ギ
ー

輸
送
パ
イ

プ
ラ
イ
ン
・
ル

ー
ト
問

題
や

朝
鮮

半

島
縦

断
鉄

道
連

結
問

題
、
移

民
問

題
等
に
見
ら
れ
る
よ
う
に
両
国

間
で

は
「
微

妙
な
問

題
」
も
少

な
く
な
い
。

中
露

関
係

の
「
表

」
と
「
裏

」
を
見

極

め
つ

つ
、
そ
こ
に
米

国
フ
ァ
ク
タ
ー

が
介

在
す

る
こ
と
の
意

味
も
踏

ま
え

た
上
で
、
対
露
関
係
、
対
中
関

係
、

対
朝

鮮
半

島
政

策
に
つ

い
て
、
日

本
も
幾

つ
か
の
バ

リ
エ
ー

シ
ョ
ン
を

想
定
し
て
お
く
こ
と
が
有
益
。
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（
参
考
）
対

CI
S

関
係

（
対

中
央
ア
ジ
ア
関
係
を
除
く
）
 

●
CI

S
及

び
ユ
ー

ラ
シ
ア
経

済
同

盟
（
旧

関
税

同

盟
）
は
形
骸

化
す
る
で
あ
ろ
う
。

 
●

CI
S

自
由

貿
易

圏
協

定
へ

の
ロ
シ
ア
に
よ
る
批

准
問
題
は
未
解
決
の
ま
ま
推
移
す
る
で
あ
ろ
う
。

 
●

ロ
シ
ア
・
ベ

ラ
ル
ー

シ
連

合
国

家
創
設

は
形
式

上

進
む

（
ロ
シ
ア
・
ル

ー
ブ
ル
使

用
を
経

て
通

貨
統

合
ま
で
）
が
、
実

質
的

統
合
が
ど
の
程

度
進

む
か

は
大

き
な
疑

問
。
た
だ
し
、

19
99

年
の
連

合
国

家
創
設
条
約
が
存
在
す
る
限
り
、
ス
ピ
ー
ド
は
と
も

か
く
、
プ
ロ
セ
ス
は
進
む
。

 
●
ロ
シ
ア
・ベ

ラ
ル
ー
シ
・ウ

ク
ラ
イ
ナ
・カ

ザ
フ
ス
タ
ン

に
よ
る

4
カ
国
統
一
経
済
圏
創
設
は
、
自
由
経
済

圏
程
度
の
も
の
ま
で
は
進
展
す

る
可
能
性
が
あ
る

が
、
関
税
同
盟
、
通
貨
統
合
あ
る
い
は
完
全
な
統

一
経
済
圏
実
現
に
ま
で
は
至
ら
な
い
で
あ
ろ
う
。

 
●

ウ
ク
ラ
イ
ナ

と
の
関

係
は

、
つ

か
ず

離
れ

ず
と
な

る
。

 
●

20
03

年
末
に
無
血
革
命
が
起
こ
っ
た
グ
ル
ジ
ア

に
ロ
シ
ア
は

影
響

力
を
強

化
す

る
よ
う
動

く
。
ア

ジ
ャ
リ
ア
、
ア
ブ
ハ
シ
ア
等
を
め
ぐ
っ
て
緊
張
が
発

生
す
る
可
能
性
が
あ
る
。
ま
た
、
ロ
シ
ア
は
ア
セ
ル

バ
イ
ジ
ャ
ン
及

び
ア
ル

メ
ニ
ア
と
の
関

係
強

化
も

あ
わ
せ

て
は
か
る
で
あ
ろ
う
。

 

●
国

際
政

治
全

体
に
対

す
る
ス
タ
ン
ス
が
変
わ
る
可

能
性
が
高
い
。
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